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【今月の一言】 

ピラティスのスタジオを引っ越して数ヶ月が経ちま

した。以前のスタジオより負荷が大きく、「一刻も早く

終わってほしい」と切に願いながらレッスンを受ける

こともしばしばあります。しかし、終わったあとの爽快

感や体の軽さが、続ける理由になっています。運動が

苦手で、特に好きなスポーツがない私にとっても、無

理なく取り組めるのが魅力です。ほどよい負荷と通

いやすさが、ピラティスが注目される理由の一つかも

しれませんね。運動を始めたい方にもおすすめです。 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 （事務員 S） 

年金法改正による「在職老齢年金制度

の見直し」「厚生年金保険等の標準報酬

月額の上限の段階的引上げ」について 

6月13日に「社会経済の変化を踏まえた年金制度

の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する

等の法律案」（「年金制度改革法」）が成立しました。基

礎年金の給付水準の底上げや遺族年金の見直しなど、

改正項目が多く影響も大きいことからも、関心の高

さがうかがわれます。 

ここでは、企業に影響のある改正（被用者保険の適

用拡大等、在職老齢年金制度の見直し、厚生年金保

険等の標準報酬月額の上限の段階的引上げ）のうち、

在職老齢年金制度の見直しと厚生年金保険等の標準

報酬月額の上限の段階的引上げについて取り上げま

す。 

◆在職老齢年金制度の見直し 

一定の収入のある厚生年金受給権者が対象の在職

老齢年金制度について、支給停止となる収入基準額

が 50 万円（2024 年度価格）から 62 万円に引き

上げられます。施行日は 2026 年 4 月 1 日の予定

です。そもそも、在職老齢年金制度とは、 現役レベル

の収入がある者には、年金制度の支え手に回っても

らう観点から、賃金と老齢厚生年金の合計が基準を

超える場合に、老齢厚生年金の支給を減らす仕組み

です。高齢者の活躍を後押しし、できるだけ就業

調整が発生しない、働き方に中立的な仕組みと

することを目的としています。 

年金支給停止額（月額換算額）＝（総報酬月額相

当額＋基本月額－基準額）×2分の 1 

この支給停止基準額は、制度開始から徐々に

引き上げられてきており、今回の改正で、51 万

円から 62万円(2026年度）になります。 

◆厚生年金保険等の標準報酬月額の上限の段

階的引上げ 

厚生年金保険等の標準報酬月額の上限につい

て、負担能力に応じた負担を求め、将来の給付を

充実する観点から、その上限額が標準報酬月額

65 万円（32 等級）から 75 万円に段階的に引

き上げられます（※下表）。また、最高等級の者が

被保険者全体に占める割合に基づき改定できる

ルールが導入されます。 

※標準報酬月額上限額引き上げ時期と金額 

実施時期 標準報酬月額上限金額 

2027年 9月～ 68万円 

2028年 9月～ 71万円 

2029年 9月～ 75万円 

高所得者の実態と制度の不整合（現在の標準

報酬月額の上限を超える賃金を受け取っている

人は、実際の賃金に対する保険料の割合が低く、

収入に応じた年金を受け取ることができない）

を是正することが改正の背景の要因の 1 つです。 

改正により、新しい「標準報酬月額」に該当す

る方は、足下の保険料とともに将来の年金額が

増加します。また、厚生年金制度の財政が改善す

ることで、年金額の低い方も含めた厚生年金全

体の給付水準の底上も期待されます。 

【厚生労働省「年金制度改正法が成立しました」】より 

年金法改正による社会保険の加入

対象の拡大 

6 月 13 日に年金制度改正法が可決・成立し、

社会保険（厚生年金保険・健康保険）の適用拡大

が決定しました。今回の改正により、短時間労働

者（パート・アルバイト）の社会保険加入対象の範

囲がさらに拡大されることになります。今後の具

体的な内容を以下にまとめます。 

◆企業規模要件の縮小・撤廃 

現在、社会保険加入の企業規模要件は、従業

員数 51 人以上の企業に勤務している週の所定

労働時間が 20時間以上の短時間労働者ですが、

2027 年 10 月以降は、企業規模を段階的に縮

小し、2035年 10月には完全撤廃となります。 

◆賃金要件の撤廃 

「年収 106万円の壁」として意識されていた、

月額 8.8万円（年収 106万円）の要件も撤廃と

なります。 

撤廃の時期は、改正法の公布から 3 年以内の

政令で定める日とされていますが、全国の最低

賃金が1,016円以上となることを見極めて判断

されます（最低賃金 1,016 円以上の地域で週

20 時間以上働くと、年額換算で約 106 万円と

なります）。 

◆個人事業所の適用対象拡大 

現在、常時 5 人以上の従業員を使用している

法定 17 業種（弁護士・税理士・社会保険労務士

等の法律・会計事務を取り扱う士業など）の個人

事業所が社会保険加入対象となっていますが、

今回の改正では、法定 17 業種に限らず常時 5

人以上の従業員を使用する全業種の事業所を適

用対象とするよう拡大されます。 

ただし、2029 年 10 月の施行時点で既存の

事業所は当面対象外です。 

◆支援策について 

今回の改正により、社会保険の加入拡大の対

象となる短時間労働者を支援するため、3 年間、

特例的・時限的に保険料負担を軽減する措置が

実施されます。 

対象となるのは、従業員数 50 人以下の

企業などで働き、企業規模要件の見直しな

どにより新たに社会保険の加入対象となり、

標準報酬月額が12.6万円以下の短時間労

働者です。 

また、正社員化や労働時間の延長や賃金

アップに取り組むことによって支給される

キャリアアップ助成金も活用できます。 

【厚生労働省「社会保険の加入対象の拡大につい

て」】 

8月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 

12日 

 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用した労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

9月 1日 

 個人事業税の納付＜第 1期分＞ 

  ［郵便局または銀行］ 

 個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第 2期分＞ ［郵便局または銀行］ 

 健保・厚年保険料の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］ 

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

  ［公共職業安定所］ 
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